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１．ひなたGISとは
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３．宮崎県内におけるデータ利活用の状況

４．まとめ～今後のデータ活用への期待
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１．ひなたGISとは

・宮崎県職員が独自に作成した地理情報システム

～地域自治体に求められるデータを見える化するツール

・ひなたＧＩＳの仕様

openlayersをベースに開発。オープンソースを基本とする。

動作スピードと開発の迅速さを追求

使用している技術の一部は他者からの提供

・これまでの受賞歴

27年 8月 庁内のコンテスト 知事賞受賞

29年 3月 RESASアプリコンテスト 最優秀賞受賞

29年 8月 地方公務員アワード２０１７受賞

29年10月 先進政策創造会議 優秀政策賞受賞
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２．ひなたGISの有効性
～地域資源の再確認

（１）市町村人口減少の状況

（２）小地域人口分布～都市集約化の状況

（３）現役負担率からみた地域の状況

（４）医療機関と小地域人口の分布

（５）自治体財政力指数と現役負担率

（６）ハザードマップと小地域人口分布

（７）観光資源～神話の見える化

（８）その他
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（１）市町村人口減少の状況
図１．市町村人口減少の状況

資料）総務省「国勢調査」をもとに宮崎県「ひなたＧＩＳ」にて作成 4



（２）小地域人口分布～都市集約化の状況
図２．宮崎市の小地域別人口分符と卸小売業の集積状況

資料）総務省「国勢調査」「経済センサス」をもとに宮崎県「ひなたＧＩＳ」にて作成 5



（３）現役負担率からみた地域の状況
図３．九州の高齢者負担率メッシュ図 図４．首都圏の高齢者負担率メッシュ図

資料）総務省「国勢調査」をもとに宮崎県「ひなたＧＩＳ」にて作成 6



（４）医療機関と小地域人口の分布

図５．宮崎市の病院、診療所と小地域人口の分布 図６．都城市の病院、診療所と小地域人口の分布

資料）国土地理院資料をもとに宮崎県「ひなたＧＩＳ」にて作成
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（５）自治体財政力指数と現役負担率

図７．九州の市町村別財政力指数 図８．九州の市町村別現役負担率

資料）財務省「市町村決算調」をもとに宮崎県「ひなたＧＩＳ」にて作成 資料）総務省「国勢調査」をもとに宮崎県「ひなたＧＩＳ」にて作成
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（６）ハザードマップと小地域人口分布

資料）総務省「国勢調査」、宮崎県ハザードマップをもとに宮崎県「ひなたＧＩＳ」にて作成

図９．宮崎市の津波到達点と小地域人口分布
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３．宮崎県内におけるデータ利活用の状況
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図10．県内事業所におけるデータ活用の状況

図11．県内事業所にて活用するデータの種類
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図12．県内事業所におけるデータ利活用の目的
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図1３．県内事業所におけるデータ利活用の課題 図1４．県内事業所の公共・民間データ利活用状況

図1５．県内事業所が公開を望む公共データ 図1６．県内事業所のうち、公共データを利用する業種

資料）（一財）みやぎん経済研究所資料 11



４．まとめ～今後のデータ活用への期待

・ひなたＧＩＳの活用によりビジネスアイディアが広がる

～データベースとして、アイディアの源泉としての利用

～見える化で仕事が大きく変化する

・データ利活用、オープンデータ化は今後重要である

～特に匿名化した自治体福祉分野等のデータ利活用は社会
保障費削減への貢献や、新たなビジネスを生む可能性が高
い。公共Wi-fiデータがオープンになれば都市のスマート化も
可能。地域内のマーケティングが大幅に変化するのでは。

・データ保護と活用のジレンマはテクニカルに乗り越えられる

・今後のデータ活用が人口減少時代の救いの手となるのでは

12


